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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

毎週　火曜・金曜日発行 ◯印は長崎県例規集に登載するもの
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◎　人事委員会訓令
　〇長崎県人事委員会事務局事務決裁規程の一部改正	 人事委員会事務局

◎　人事委員会告示
　〇不利益処分についての審査請求に関する細則の一部改正	 人事委員会事務局

　職員の旅費支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
長崎県人事委員会規則第５号
　　　職員の旅費支給に関する規則の一部を改正する規則
　職員の旅費支給に関する規則（昭和29年長崎県人事委員会規則第13号）の一部を次のように改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

人事委員会規則

改正後 改正前

（帰住に係る旅費を支給する職員等） （帰住に係る旅費を支給する職員等）
第２条　条例第３条第２項第４号の人事委員会規則で定める
職員は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

第２条　条例第３条第２項第４号の人事委員会規則で定める
職員は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

⑴　退職の日に長崎県外に所在する公署又は特地勤務手当
等の支給に関する規則（昭和46年長崎県人事委員会規則
第15号）第２条の規定による特地公署（長崎振興局建設
部神浦ダム管理事務所、鷹島警察官駐在所、志々伎町警
察官駐在所、獅子町警察官駐在所、津吉警察官駐在所及
び１級地に指定されている特地公署を除く。）若しくは
人事委員会が別に認める公署に在勤する者

⑴　退職の日に長崎県外に所在する公署又は特地勤務手当
等の支給に関する規則（昭和46年長崎県人事委員会規則
第15号）第２条の規定による特地公署（鷹島警察官駐在
所、志々伎町警察官駐在所、獅子町警察官駐在所、津吉
警察官駐在所及び１級地に指定されている特地公署を除
く。）若しくは人事委員会が別に認める公署に在勤する
者

⑵　略 ⑵　略
２　略 ２　略
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　　　附　則
　この規則は、令和４年４月１日から施行する。

　職員の給料等の支給に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
長崎県人事委員会規則第６号
　　　職員の給料等の支給に関する規則等の一部を改正する規則
　　（職員の給料等の支給に関する規則の一部改正）
第１条　職員の給料等の支給に関する規則（昭和33年長崎県人事委員会規則第15号）の一部を次のように改正す
る。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表第２（第７条関係） 別表第２（第７条関係）
組織 職 区分 組織 職 区分

知事部局 略 知事部局 略

振興局 略 振興局 略

副部長
長崎港湾漁港事務所次長
諫早湾干拓営農支援センター所長
田平土木維持管理事務所長

７種 副部長
長崎港湾漁港事務所次長
諫早湾干拓営農支援センター所長

７種

略 略

大阪事務所 所長 ４種 大阪事務所 所長 ６種

略 略

農業大学校 校長 ４種 農業大学校 校長 ６種

略 略

略 略

石木ダム建設
事務所

所長 ４種 石木ダム建設
事務所

所長 ５種

略 略

略 略

教育庁（学校
以外の教育機
関を含む。）

略 教育庁（学校
以外の教育機
関を含む。）

略

本庁 本庁 理事 １種

政策監 ２種 政策監 ２種

略 略

略 略

長崎図書館 館長 ４種 長崎図書館 館長 ５種

略 略

略 略

　　（一般職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部改正）
第２条　一般職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（昭和39年長崎県人事委員会規則第４号）の一部を次のよ
うに改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

（防疫等作業手当） （防疫等作業手当）
第３条　略 第３条　略
２　略 ２　略
３　条例第５条第２項ただし書の規定により手当を支給され
る職員は、県央保健所衛生環境課検査班に勤務する臨床検
査技師である職員で条例第５条第１項第４号又は第７号に
規定する作業に専ら従事する職員とする。

３　条例第５条第２項ただし書の規定により手当を支給され
る職員は、県央保健所環境課検査班に勤務する臨床検査技
師である職員で条例第５条第１項第４号又は第７号に規定
する作業に専ら従事する職員とする。

（社会福祉業務手当） （社会福祉業務手当）
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第９条　略 第９条　略
２及び３　略 ２及び３　略
４　条例第11条第１項第２号の人事委員会規則で定めるもの
は、長崎こども・女性・障害者支援センターこども・女性
支援部（相談支援一課、相談支援二課及び保護判定課に限
る。）、佐世保こども・女性・障害者支援センターこども・
女性支援課（要保護女子に関する相談、調査及び指導の業
務に従事する保健師を除く。）又は保護判定・障害者支援
課に勤務する保健師とする。

４　条例第11条第１項第２号の人事委員会規則で定めるもの
は、長崎こども・女性・障害者支援センターこども・女性
支援部（相談支援一課、相談支援二課及び保護判定課に限
る。）、佐世保こども・女性・障害者支援センターこども・
女性支援課（要保護女子に関する相談、調査及び指導の業
務に従事する保健師を除く。）又は保護判定課に勤務する
保健師とする。

５　略 ５　略

別表第３（第12条関係） 別表第３（第12条関係）
　　有害物取扱手当を支給する勤務箇所 　　有害物取扱手当を支給する勤務箇所

県民生活環境部食品安全・消費生活課（消費生活セン
ターに限る。）、農林部、県央振興局農林部、島原振興局
農林水産部、県北振興局農林部、五島振興局農林水産
部、壱岐振興局農林水産部、対馬振興局農林水産部、環
境保健研究センター、工業技術センター、窯業技術セン
ター、総合水産試験場、農林技術開発センター、保健
所、こども医療福祉センター、農業大学校、肉用牛改良
センター

県民生活環境部食品安全・消費生活課（消費生活セン
ターに限る。）、農林部林政課及び森林整備室、県央振興
局農林部、島原振興局農林水産部、県北振興局農林部、
五島振興局農林水産部、壱岐振興局農林水産部、対馬振
興局農林水産部、環境保健研究センター、工業技術セン
ター、窯業技術センター、総合水産試験場、農林技術開
発センター、保健所、こども医療福祉センター、農業大
学校、肉用牛改良センター

　　（初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正）
第３条　初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和45年長崎県人事委員会規則第２号）の一部を次のよう
に改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）
　ア　行政職給料表級別職務表 　ア　行政職給料表級別職務表
職務の級 区分 職名等 機関名 部局区分 職務の級 区分 職名等 機関名 部局区分

略 略

４級 略 ４級 略

２ 略 知事 ２ 略 知事

課（室）長、検査指導幹、工事指
導幹、水産業普及指導センター所
長、諫早湾干拓堤防管理事務所
長、西海事務所長、大瀬戸土木維
持管理事務所長、長与都市開発事
業所長、上県土木出張所長、ダム
管理事務所長、空港管理事務所長

振興局 課（室）長、検査指導幹、水産業
普及指導センター所長、諫早湾干
拓堤防管理事務所長、西海事務所
長、維持管理事務所長、長与都市
開発事業所長、上県土木出張所
長、ダム管理事務所長、空港管理
事務所長

振興局

略 略

略 略

略 略

５級 略 ５級 略

２ 略 知事 ２ 略 知事

課（室）長、検査指導幹、工事指
導幹、水産業普及指導センター所
長、諫早湾干拓堤防管理事務所
長、西海事務所長、大瀬戸土木維
持管理事務所長、長与都市開発事
業所長、上県土木出張所長、ダム
管理事務所長、空港管理事務所長

振興局 課（室）長、検査指導幹、水産業
普及指導センター所長、諫早湾干
拓堤防管理事務所長、西海事務所
長、維持管理事務所長、長与都市
開発事業所長、上県土木出張所
長、ダム管理事務所長、空港管理
事務所長

振興局

略 略

略 略

６級 略 ６級 略

２ 参事、諫早湾干拓営農支援センタ
ー所長、長崎港湾漁港事務所長、
長崎港湾漁港事務所次長、田平土
木維持管理事務所長

振興局 知事 ２ 参事、諫早湾干拓営農センター所
長、長崎港湾漁港事務所長、長崎
港湾漁港事務所次長

振興局 知事
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略 略

７級 略 ７級 略

３ 参事監、諫早湾干拓営農支援セン
ター所長、長崎港湾漁港事務所長

振興局 知事 ３ 参事監、諫早湾干拓営農センター
所長、長崎港湾漁港事務所長

振興局 知事

略 略

略 略

　備考　略

　イ～ク　略

　ケ　医療職給料表（一）級別職務表

　備考　略

　イ～ク　略

　ケ　医療職給料表（一）級別職務表
職務の級 区分 職名等 機関名 部局区分 職務の級 区分 職名等 機関名 部局区分

略 略

４級 略 知事 ４級 略 知事

４ 参事 共通 ４ 参事 共通

室長 本庁

　備考　略

　コ～サ　略

　備考　略

　コ～サ　略

　　（特地勤務手当等の支給に関する規則の一部改正）
第４条　特地勤務手当等の支給に関する規則（昭和46年長崎県人事委員会規則第15号）の一部を次のように改正
する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）
　ア　特地公署（一般） 　ア　特地公署（一般）

市町名 公署名 級別区分 市町名 公署名 級別区分

略 略

小値賀町 県北振興局管理部小値賀町派遣 ２級 小値賀町 県北振興局商工水産部小値賀町派遣 ２級

略 略

　イ～ウ　略 　イ～ウ　略

　　　附　則
　この規則は、令和４年４月１日から施行する。

　管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
長崎県人事委員会規則第７号
　　　管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
　管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年長崎県人事委員会規則第14号）の一部を次のように改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）
組織 職員 組織 職員

略 略 略 略

知事部局 本庁 統轄監　部長　危機管理監　福祉保健部こども
政策局長　理事　政策監　技監　次長　参事監　
課長　室長　県民センター長　総務事務センタ
ー長　補佐監　企画監　医療監　危機管理課参
事（国民保護等担当）　政策調整課参事（政策
調整担当）　総務文書課法制・公益法人班参事　

知事部局 本庁 統轄監　部長　危機管理監　福祉保健部こども
政策局長　理事　政策監　技監　次長　参事監　
課長　室長　県民センター長　総務事務センタ
ー長　補佐監　企画監　医療監　危機管理課参
事（国民保護等担当）　政策調整課参事（政策
調整担当）　総務文書課法制・公益法人班参事　
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スポーツ振興課参事　交通・地域安全課参事　
水環境対策課参事　自然環境課参事　福祉保健
課保健看護監　福祉保健課企画予算班参事　医
療政策課参事（長崎県病院企業団派遣）　医療
人材対策室参事　農山村振興課参事　農村整備
課参事　総括課長補佐　危機管理課防災対策・
施設班課長補佐（大村駐在）　政策調整課課長
補佐（総務・予算担当）　政策調整課課長補佐
（政策調整担当）　政策企画課課長補佐（未来戦
略企画担当）　政策企画課課長補佐（連携推進
担当）　総務文書課総務・予算班課長補佐　秘
書課課長補佐　広報課報道企画班課長補佐　人
事課課長補佐　新行政推進室課長補佐　財政課
課長補佐　管財課管理班課長補佐　地域づくり
推進課総務企画班課長補佐　文化振興・世界遺
産課総務企画班課長補佐　県民生活環境課総
務・予算班課長補佐　福祉保健課総務調整班課
長補佐　障害福祉課管理班課長補佐　農政課総
務・予算班課長補佐　監理課総務・予算班課長
補佐　部主管課総務係長　危機管理課基地対
策・企画班係長　政策企画課係長（連携推進担
当）　秘書課係長　人事課係長　新行政推進室
係長　財政課係長　こども未来課総務・予算班
係長　産業政策課総務・予算班係長　漁政課総
務・予算班係長　人事課主任主事（人事又は給
与担当）　新行政推進室主任主事（人事担当）　
人事課主事（人事又は給与担当）　新行政推進
室主事（人事担当）　船長

世界遺産課参事　スポーツ振興課参事　交通・
地域安全課参事　水環境対策課参事　自然環境
課参事　福祉保健課保健看護監　福祉保健課企
画予算班参事　医療政策課参事（長崎県病院企
業団派遣）　医療人材対策室参事　農山村振興
課参事　農村整備課参事　総括課長補佐　危機
管理課防災対策・施設班課長補佐（大村駐在）　
政策調整課課長補佐（総務・予算担当）　政策
調整課課長補佐（政策調整担当）　政策企画課
課長補佐（未来戦略企画担当）　政策企画課課
長補佐（連携推進担当）　総務文書課総務・予
算班課長補佐　秘書課課長補佐　広報課報道企
画班課長補佐　人事課課長補佐　新行政推進室
課長補佐　財政課課長補佐　管財課管理班課長
補佐　地域づくり推進課総務企画班課長補佐　
文化振興課総務企画班課長補佐　県民生活環境
課総務・予算班課長補佐　福祉保健課総務調整
班課長補佐　障害福祉課管理班課長補佐　農政
課総務・予算班課長補佐　監理課総務・予算班
課長補佐　部主管課総務係長　危機管理課基地
対策・企画班係長　秘書課係長　人事課係長　
新行政推進室係長　財政課係長　こども未来課
総務・予算班係長　産業政策課総務・予算班係
長　漁政課総務・予算班係長　人事課主任主事
（人事又は給与担当）　新行政推進室主任主事
（人事担当）　人事課主事（人事又は給与担当）　
新行政推進室主事（人事担当）　船長

略 略 略 略

略 略 略 略

教育委員会 本庁 政策監　教育次長　課長　室長　課に置く室の
長　人事管理監　体育指導監　企画監　参事
（人事担当）　総務課法務監察班参事　総括課長
補佐　総務課総務人事班係長（人事担当）　総
務課法務監察班課長補佐　教職員課課長補佐　
義務教育課課長補佐（人事担当）　高校教育課
課長補佐（人事担当）　管理主事　教職員課係
長（人事担当）　義務教育課係長（人事担当）　
高校教育課係長（人事担当）　総務課主任主事
（人事又は給与担当）　教職員課主任主事（人事
担当）　高校教育課主任主事（人事担当）　教職
員課主事（人事担当）

教育委員会 本庁 理事　政策監　教育次長　課長　室長　課に置
く室の長　人事管理監　体育指導監　企画監　
参事（人事担当）　総務課法務監察班参事　総
括課長補佐　総務課総務人事班課長補佐　総務
課法務監察班課長補佐　教職員課課長補佐　義
務教育課課長補佐（人事担当）　高校教育課課
長補佐（人事担当）　管理主事　教職員課係長
（人事担当）　義務教育課係長（人事担当）　高
校教育課係長（人事担当）　総務課主任主事
（人事又は給与担当）　教職員課主任主事（人事
担当）　教職員課主事（人事担当）

略 略

略 略

備考 備考
１～４　略 １～４　略
５　振興局課長とは、保健部の衛生環境課、地域保健課
の課長、農林部の衛生課、防疫課及び検査課の課長、
農林水産部の衛生課、防疫課及び家畜衛生課の課長並
びに市町へ派遣されている課長を除く課長をいう。

５　振興局課長とは、保健部の衛生環境課、地域保健
課、衛生課及び環境課の課長、農林部の衛生課、防疫
課及び検査課の課長、農林水産部の衛生課、防疫課及
び家畜衛生課の課長、県央振興局農林部課長並びに市
町へ派遣されている課長を除く課長をいう。

６～８　略 ６～８　略

　　　附　則
　この規則は、令和４年４月１日から施行する。

　会計年度任用職員の任用、勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
長崎県人事委員会規則第８号
　　　会計年度任用職員の任用、勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
　会計年度任用職員の任用、勤務時間、休暇等に関する規則（令和元年長崎県人事委員会規則第８号）の一部を
次のように改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

改正後 改正前

（年次休暇） （年次休暇）
第16条　略 第16条　略
２　会計年度任用職員のうち任用された年度における任用期
間が６月以下の者で、かつ、その任期が当該年度末までに
満了する者に対しては、前項の規定にかかわらず、別表第
２に掲げる日数の年次休暇を与えるものとする。

２　会計年度任用職員のうち任用された年度における任用期
間が６月以下の者で、かつ、その任期が当該年度末までに
満了し、その後引き続き任用されないことが明らかである
者に対しては、前項の規定にかかわらず、別表第２に掲げ
る日数の年次休暇を与えるものとする。

３～７　略 ３～７　略
（年次休暇以外の休暇） （年次休暇以外の休暇）
第17条　任命権者は、次の各号に掲げる場合には、会計年度
任用職員（第13号、第16号及び第17号に掲げる場合にあっ
ては、１週間の勤務日が３日以上とされている会計年度任
用職員又は週以外の期間によって勤務日が定められている
会計年度任用職員で１年間の勤務日が121日以上である者
であって、６月以上の任期が定められている者又は６月以
上継続勤務している者に限る。）に対して当該各号に定め
る期間の有給の休暇を与えるものとする。

第17条　任命権者は、次の各号に掲げる場合には、会計年度
任用職員（第13号、第16号及び第17号に掲げる場合にあっ
ては、１週間の勤務日が３日以上とされている会計年度任
用職員又は週以外の期間によって勤務日が定められている
会計年度任用職員で１年間の勤務日が121日以上である者
であって、６月以上の任期が定められている会計年度任用
職員又は６月以上継続勤務している会計年度任用職員に限
る。）に対して当該各号に定める期間の有給の休暇を与え
るものとする。

⑴～⒄　略 ⑴～⒄　略
２　任命権者は、次の各号に掲げる場合には、会計年度任用
職員（第２号及び第３号に掲げる休暇にあっては、１週間
の勤務日が３日以上とされている会計年度任用職員又は週
以外の期間によって勤務日が定められている会計年度任用
職員で１年間の勤務日が121日以上である者であって、６
月以上の任期が定められている者又は６月以上継続勤務し
ている者に限る。）に対して、当該各号に定める期間の無
給の休暇を与えるものとする。

２　任命権者は、次の各号に掲げる場合には、会計年度任用
職員（第２号及び第３号に掲げる休暇にあっては、１週間
の勤務日が３日以上とされている会計年度任用職員又は週
以外の期間によって勤務日が定められている会計年度任用
職員で１年間の勤務日が121日以上である者であって、６
月以上継続勤務している会計年度任用職員に限る。）に対
して、当該各号に定める期間の無給の休暇を与えるものと
する。

⑴～⑶　略 ⑴～⑶　略
⑷　略 ⑷　略
ア　略 ア　略
（削る） イ　任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）

に引き続き在職した期間が１年以上であるもの
イ　指定期間の初日から起算して93日を経過する日から
６月を経過する日までに、その任期（任期が更新され
る場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及
び任命権者を同じくする職に引き続き採用されないこ
とが明らかでないもの

ウ　指定期間の初日から起算して93日を経過する日から
６月を経過する日までに、その任期（任期が更新され
る場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及
び特定職に引き続き採用されないことが明らかでない
もの

⑸　略 ⑸　略
ア～イ　略 ア～イ　略
（削る） ウ　特定職に引き続き在職した期間が１年以上であるも

の
⑹～⑽　略 ⑹～⑽　略

　　　附　則
　この規則は、令和４年４月１日から施行する。

　勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
長崎県人事委員会規則第９号
　　　勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一部を改正する規則
　勤務条件に関する措置の要求に関する規則（昭和26年長崎県人事委員会規則第９号）の一部を次のように改正
する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

改正後 改正前

（勤務条件に関する措置の要求） （勤務条件に関する措置の要求）
第２条　略 第２条　略
２　前項の書面（以下「措置要求書」という。）には、次の
各号に掲げる事項を記載し、措置の要求をしようとする職
員が記名して正副各１通を適切な資料とともに人事委員会
に提出しなければならない。

２　前項の書面（以下「措置要求書」という。）には、次の
各号に掲げる事項を記載し、措置の要求をしようとする職
員が署名押印して正副各１通を適切な資料とともに人事委
員会に提出しなければならない。

　⑴～⑷　略 　⑴～⑷　略

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

　不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
長崎県人事委員会規則第10号
　　　不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規則
　不利益処分についての審査請求に関する規則（平成14年長崎県人事委員会規則第24号）の一部を次のように改
正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

（審査請求書） （審査請求書）
第４条　審査請求書には、次に掲げる事項を記載し、請求人
が記名をしなければならない。

第４条　審査請求書には、次に掲げる事項を記載し、請求人
が記名押印をしなければならない。

　⑴～⑾　略 　⑴～⑾　略
２　請求人が代理人によって審査請求をする場合は、審査請
求書に前項に掲げる事項のほか審査請求をする代理人の氏
名、住所及び職名又は職業を記載し、当該代理人が記名を
しなければならない。

２　請求人が代理人によって審査請求をする場合は、審査請
求書に前項に掲げる事項のほか審査請求をする代理人の氏
名、住所及び職名又は職業を記載し、当該代理人が記名押
印をしなければならない。

３　略 ３　略
（証人の宣誓） （証人の宣誓）

第35条　略 第35条　略
２　宣誓は、証人が宣誓書を朗読し、かつ、これに署名して
行うものとする。

２　宣誓は、証人が宣誓書を朗読し、かつ、これに署名押印
して行うものとする。

３　略 ３　略
（口述書の提出要求） （口述書の提出要求）

第37条　略 第37条　略
２　略 ２　略
３　第１項の口述書には、証人が記名をしなければならな
い。

３　第１項の口述書には、証人が記名押印をしなければなら
ない。

（再審の請求） （再審の請求）
第53条　略 第53条　略
２、３　略 ２、３　略
４　前項の書面（以下「再審請求書」という。）には、次に
掲げる事項を記載し、再審の請求をしようとする者が記名
をして、正副各１通を人事委員会に提出しなければならな
い。

４　前項の書面（以下「再審請求書」という。）には、次に
掲げる事項を記載し、再審の請求をしようとする者が記名
押印をして、正副各１通を人事委員会に提出しなければな
らない。

　⑴～⑺　略 　⑴～⑺　略
５　再審の請求人が代理人によって再審の請求をする場合
は、再審請求書に前項に掲げる事項のほか再審の請求をす
る代理人の氏名、住所及び職名又は職業を記載し、当該代

５　再審の請求人が代理人によって再審の請求をする場合
は、再審請求書に前項に掲げる事項のほか再審の請求をす
る代理人の氏名、住所及び職名又は職業を記載し、当該代

理人が記名をしなければならない。 理人が記名押印をしなければならない。
６　略 ６　略

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

　公務災害補償の審査の申立てに関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
長崎県人事委員会規則第11号
　　　公務災害補償の審査の申立てに関する規則の一部を改正する規則
　公務災害補償の審査の申立てに関する規則（昭和43年長崎県人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正
する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

（目的） （目的）
第１条　この規則は、公立学校の学校医、学校歯科医及び学
校薬剤師の公務災害補償に関する法律（昭和32年法律第
143号。以下「法」という。）第５条第１項及び議会の議員
その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和
42年長崎県条例第48号。以下「条例」という。）第６条第
１項の規定に基づき、公務上の災害の認定、療養の方法、
補償金額の決定その他補償の実施に関する審査請求又は異
議申立て（以下「審査申立て」という。）に関し、必要な
事項を定めることを目的とする。

第１条　この規則は、公立学校の学校医、学校歯科医及び学
校薬剤師の公務災害補償に関する法律（昭和32年法律第
143号。以下「法」という。）第５条第１項及び議会の議員
その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例（昭和42
年長崎県条例第113号。以下「条例」という。）第６条第１
項の規定に基づき、公務上の災害の認定、療養の方法、補
償金額の決定その他補償の実施に関する審査請求又は異議
申立て（以下「審査申立て」という。）に関し、必要な事
項を定めることを目的とする。

（審査申立て） （審査申立て）
第２条　略 第２条　略
２　前項の書面（以下「審査申立書」という。）には、次の
各号に掲げる事項を記載し、審査申立てをしようとする者
（以下「審査申立人」という。）が記名して正副各１通を、
適切な資料（以下「添付資料」という。）とともに、人事
委員会に提出しなければならない。

２　前項の書面（以下「審査申立書」という。）には、次の
各号に掲げる事項を記載し、審査申立てをしようとする者
（以下「審査申立人」という。）が記名押印して正副各１通
を、適切な資料（以下「添付資料」という。）とともに、
人事委員会に提出しなければならない。

⑴～⑸　略 ⑴～⑸　略
３　略 ３　略

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

　職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
長崎県人事委員会規則第12号
　　　職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則
　職員の退職手当に関する条例施行規則（昭和29年長崎県人事委員会規則第３号）の一部を次のように改正す
る。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

改正後 改正前

別記様式第２号の２（第３条関係） 別記様式第２号の２（第３条関係）

別記様式第３号（第７条関係） 別記様式第３号（第７条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第４号（第８条関係） 別記様式第４号（第８条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第４号の２（表面）（第８条関係） 別記様式第４号の２（表面）（第８条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第４号の２（裏面） 別記様式第４号の２（裏面）

別記様式第６号（第10条関係） 別記様式第６号（第10条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第７号（第10条関係） 別記様式第７号（第10条関係）

別記様式第８号（第12条関係） 別記様式第８号（第12条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第９号（第13条関係） 別記様式第９号（第13条関係）

別記様式第10号（第13条関係） 別記様式第10号（第13条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第11号（表面）（第14条関係） 別記様式第11号（表面）（第14条関係）

別記様式第11号（裏面） 別記様式第11号（裏面）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第12号（表面）（第15条関係） 別記様式第12号（表面）（第15条関係）

別記様式第12号（裏面） 別記様式第12号（裏面）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第12号の２（第17条の２関係） 別記様式第12号の２（第17条の２関係）

別記様式第13号（第18条関係） 別記様式第13号（第18条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第13号の２（第19条の２関係） 別記様式第13号の２（第19条の２関係）

別記様式第13号の３（第20条関係） 別記様式第13号の３（第20条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第13号の４（表面）（第21条関係） 別記様式第13号の４（表面）（第21条関係）

別記様式第13号の５（表面）（第21条関係） 別記様式第13号の５（表面）（第21条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第13号の６（表面）（第21条関係） 別記様式第13号の６（表面）（第21条関係）

別記様式第13号の６（裏面） 別記様式第13号の６（裏面）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第14号（表面）（第21条関係） 別記様式第14号（表面）（第21条関係）

別記様式第15号（表面）（第21条関係） 別記様式第15号（表面）（第21条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第16号（第21条関係） 別記様式第16号（第21条関係）

別記様式第16号の２（表面）（第21条関係） 別記様式第16号の２（表面）（第21条関係）
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

別記様式第16号の３（表面）（第21条関係） 別記様式第16号の３（表面）（第21条関係）

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

　退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
長崎県人事委員会規則第13号
　　　退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則の一部を改正する規則
　退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則（平成21年長崎県人事委員会規則第25号）の一
部を次のように改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

改正後 改正前

様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係）

申 立 て 意 思 通 知 書

　　年　　月　　日　　

　　長崎県人事委員会　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで通知を受けた、職員の退職手当に関する条例
（以下「条例」という。）第18条第３項に規定する申立てを行う意思の有無に
ついては、退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則第
２条第４項の規定により、下記のとおりとしますので、通知します。

記

　１　条例第18条第３項に規定する申立てを行います。

　２　条例第18条第３項に規定する申立てを行いません。

　　注）１、２のいずれかの数字を○で囲んでください。

申 立 て 意 思 通 知 書

　　年　　月　　日　　

　　長崎県人事委員会　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　印　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで通知を受けた、職員の退職手当に関する条例
（以下「条例」という。）第18条第３項に規定する申立てを行う意思の有無に
ついては、退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則第
２条第４項の規定により、下記のとおりとしますので、通知します。

記

　１　条例第18条第３項に規定する申立てを行います。

　２　条例第18条第３項に規定する申立てを行いません。

　　注）１、２のいずれかの数字を○で囲んでください。

様式第２号（第４条関係） 様式第２号（第４条関係）

意見陳述期日変更申出書

　　年　　月　　日　　

　　長崎県人事委員会　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案の意見陳述の機会の期日
について、退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則第
４条第１項の規定により、下記のとおり変更されるよう申し出ます。

記

意見陳述期日変更申出書

　　年　　月　　日　　

　　長崎県人事委員会　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　印　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案の意見陳述の機会の期日
について、退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則第
４条第１項の規定により、下記のとおり変更されるよう申し出ます。

記

変更を申し出る期日 変更を申し出る期日

変 更 申 出 の 理 由 変 更 申 出 の 理 由

変更後の希望期日 変更後の希望期日
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

様式第３号（第５条関係） 様式第３号（第５条関係）

代 理 人 選 任 届

　　年　　月　　日　　

　　長崎県人事委員会　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案について、下記の者を代
理人に選任したので、退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関
する規則第５条第３項の規定により、届け出ます。

記

代 理 人 選 任 届

　　年　　月　　日　　

　　長崎県人事委員会　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　印　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案について、下記の者を代
理人に選任したので、退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関
する規則第５条第３項の規定により、届け出ます。

記

代 理 人 の 氏 名 代 理 人 の 氏 名

代 理 人 の 住 所 代 理 人 の 住 所

代 理 人 の 職 業 代 理 人 の 職 業

様式第４号（第５条関係） 様式第４号（第５条関係）

代 理 人 解 任 届

　　年　　月　　日　　

　　長崎県人事委員会　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案について、下記の代理人
を解任したので、退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する
規則第５条第４項の規定により、届け出ます。

記

代 理 人 解 任 届

　　年　　月　　日　　

　　長崎県人事委員会　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　印　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案について、下記の代理人
を解任したので、退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する
規則第５条第４項の規定により、届け出ます。

記

代 理 人 の 氏 名 代 理 人 の 氏 名
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

様式第５号（第７条関係） 様式第５号（第７条関係）

意見陳述参加許可申請書

　　年　　月　　日　　

　　（主宰者氏名）　　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案について、　　年　　月
　　日に開催される意見陳述の機会に関する手続に参加したいので、退職手
当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則第７条第２項の規定
により、下記のとおり申請します。

記

意見陳述参加許可申請書

　　年　　月　　日　　

　　（主宰者氏名）　　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　印　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案について、　　年　　月
　　日に開催される意見陳述の機会に関する手続に参加したいので、退職手
当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則第７条第２項の規定
により、下記のとおり申請します。

記

意見陳述の機会に係る
処分につき利害関係を
有することの説明

意見陳述の機会に係る
処分につき利害関係を
有することの説明

様式第６号（第10条関係） 様式第６号（第10条関係）

補佐人出頭許可申請書

　　年　　月　　日　　

　　（主宰者氏名）　　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案について、　　年　　月
　　日に開催される意見陳述の機会に補佐人とともに出頭したいので、退職
手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則第10条第１項の規
定により、下記のとおり申請します。

記

補佐人出頭許可申請書

　　年　　月　　日　　

　　（主宰者氏名）　　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　印　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申立てを行った事案について、　　年　　月
　　日に開催される意見陳述の機会に補佐人とともに出頭したいので、退職
手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則第10条第１項の規
定により、下記のとおり申請します。

記

補 佐 人 の 氏 名 補 佐 人 の 氏 名

補 佐 人 の 住 所 補 佐 人 の 住 所

当 事 者 又 は
参 加 人 と の 関 係

当 事 者 又 は
参 加 人 と の 関 係

補 佐 す る 事 項 補 佐 す る 事 項
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

長崎県人事委員会告示第１号
　不利益処分についての審査請求に関する細則（平成14年長崎県人事委員会告示第５号）の一部を次のように改
正し、公布の日から適用する。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
様式第１号中「印」を削る。
様式第２号中「請求人　印」を「請求人」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第３号中「請求人（処分者）印」を「請求人（処分者）」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第４号中「印」を削る。
様式第６号中「請求人　印」を「請求人」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第７号中「処分者　印」を「処分者」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第８号中「請求人　印」を「請求人」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第９号中「請求人（処分者）印」を「請求人（処分者）」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第10号及び様式第11号中「請求人　印」を「請求人」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第12号及び様式第13号中「請求人（処分者）印」を「請求人（処分者）」に、「記名押印」を「記名」に改
める。
様式第14号及び様式第15号中「請求人　印」を「請求人」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第16号中「請求人（処分者）印」を「請求人（処分者）」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第17号中「処分者　印」を「処分者」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第18号中「請求人　印」を「請求人」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第19号から様式第24号までの様式中「請求人（処分者）印」を「請求人（処分者）」に、「記名押印」を
　「記名」に改める。
様式第25号及び様式第26号中「印」を削る。
様式第27号中「証人　印」を「証人」に、「署名押印」を「署名」に改める。
様式第28号から様式第31号までの様式中「請求人（処分者）印」を「請求人（処分者）」に、「記名押印」を

人事委員会告示

長崎県人事委員会訓令第１号
　長崎県人事委員会事務局事務決裁規程（平成27年長崎県人事委員会訓令第１号）の一部を次のように改正す
る。
　　令和４年３月31日

長崎県人事委員会委員長　水上　正博　
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

（事務局長の専決事項） （事務局長の専決事項）
第３条　略 第３条　略
２　略 ２　略
⑴　事務局職員のうち、臨時的に任用される職員の任免に
関すること。

⑴　事務局職員のうち、非常勤職員及び臨時的に任用され
る職員の任免に関すること。

⑵～⑷　略 ⑵～⑷　略

　　　附　則
　この訓令は、公布の日から施行する。

人事委員会訓令
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令和４年３月31日　木曜日 長 崎 県 公 報 号　外（８）
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　「記名」に改める。
様式第32号中「請求人　印」を「請求人」に、「記名押印」を「記名」に改める。
様式第33号中「印」を削る。
様式第34号中「請求人　印」を「請求人」に、「記名押印」を「記名」に改める。
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